
一般質問

229 229 ９８

代表質問

管理職からの降任希望者は１

名、主幹教諭・指導教諭から

の降任は３名となっている。

　　教頭の超過勤務状況は。

　　一月当たり 80 時間超過者

は、令和５年度 20 名、４年度

19名、３年度21名、100時間超

過者は、令和５年度 13 名、４

年度 15 名、３年度 13 名である。

　　労基法 36 協定締結状況は。

　　現在、学校事務共同事務

室の室長と協議している。

　　早期退職教諭・教頭数と

管理職などの降任希望者数は。

　　令和５年度早期退職者は、

教諭が８名、管理職が３名。

　　提言シートの取組状況は。

　　提言シートは、校長の学

校経営に対し、教職員が建設

的な意見を書面にて申し出る

もので、昨年度は４件の提出

があり、各学校の学校経営や

教育施策に反映させている。

　　課長級職員の主査事務取

扱いの改善策は。

　　課長がマネジメント業務

に注力できるよう、体制の見

直し等に取り組みたい。

子世帯への負担軽減等につい

て、今後の考えは。

　　国に対し、福岡県市長会

を通じて、子どもの年齢によ

らず、多子世帯の保育料を軽

減するよう要望を行っている。

本市独自の負担軽減を行うか

については、必要な費用や財

源等を踏まえ、判断していく。

　　　　多子世帯では、子ど

もの年齢差やタイミング等の

問題で恩恵を受けられない不

公平感がある。第三子以降の

保育料の考え方等については、

市階層区分や該当世帯数から

　　現状が妥当であるのか、

視野を広げて考えてほしい。

保育料等における本市独自の

子育て世帯への軽減、特に多

今後の見込み等を勘案し、市

民に理解を得られる施策を。

　　課題はあるが、所有者が

前向きなうちに行政としての

支援を決断すべき。今後の判

断がまちづくりの起点になる

と思うが、市長の見解は。

　　市街地活性化のため、再

開発準備組合や西鉄等と連携

を図りながら、事業が早期に

実現できるよう支援を行って

いきたい。

本市の教職員不足の現状

本市職員数の不足状況

　　ＤＶや生活困窮などの困

難を抱える女性への支援は。

　　女性の自立のため、福祉・

子育て・教育・住居等の関係

市長の政治姿勢
～子育て支援の周知と施策～

機関との情報共有を行い、切

れ目ない支援を進めている。

特にＤＶは、警察と被害者の

安全確保に取り組んでいる。

　　　　厚生労働省の女性支

援特設サイト「あなたのミカ

タ」の一層の周知を。

　　英語力はビジネスなど現

代では必修だが、小学生の英

検受験料助成費の削減理由は。

　　英語検定５級レベルは学

習指導要領の範囲を超えてお

り、児童にとって高いハード

ルだった。児童のモチベーシ

ョンを高める上でも課題であ

ったため、助成を見直した。

　　　　改めて小学生への受

験料助成を要望する。

　　熱中症対策としてウオー

タークーラー設置の必要性は。

　　熱中症には小まめな水分

補給が予防策となる。児童生

徒は水筒を持参し各自の体調

に合わせて水分補給している。

　　　　熱中症を防ぐ上で、

水分補給として口にする水温

は最も重要。設置の検討を。

新庁舎建設に向けた決意

　そのため、

今年度、基本

構想策定を終

え、基本計画、

基本設計及び

所定の法手続

等を丁寧かつ

迅速、着実に

進める。

　　帝京大学より、大牟田駅

西口から学校までの街路灯設

置の要望を受け、ライティン

グを生かした魅力的な街路灯

を設置すべきと考えるが。

　　岬町地区は、イオンモー

ル大牟田、諏訪公園や石炭産

業科学館等が立地し、有明海

沿岸道路によるアクセスの良

さから、広域的に人が集い、

交流するエリアとなっている。

　また、令和７年冬には、ル

ートインホテルが進出するな

ど、今後さらなる地域経済活

性化の核となることが期待さ

れる。

　このため、要望については、

まちの魅力向上の観点も盛り

込みながら、街路灯の整備に

向けた取組を進めたい。

　　他自治体では、防災行政

無線の機器点検や試験放送を

兼ねて、定時のサイレンや音

楽を放送している。本市でも

同様の取組が必要ではないか。

　　防災行政無線の動作は、

　　官民連携まちなか再生推

進プラットフォームからの提

言である大牟田まちなか再生

未来ビジョンについて、今後

どのように取り組むのか。

　　今後 20 年を目標としたま

ちなかの魅力創出及び活力の

維持・向上のため、公・民・

学で共有するエリアの将来像

とその実現のための取組指針

として提言されたもの。将来

像の実現に向け、関係団体と

十分に連携し、まちなかの再

生・活性化に取り組む。

　　新庁舎整備に向けた市長

の決意は。

　　全国的に地震や水害など

の大規模災害が頻発している

ことから、災害対策の拠点と

なる庁舎の重要性を改めて認

識している。

　また、昨今の建設資材の高

騰や人材不足により、整備費

用の上昇は今後も継続するこ

とが想定されることから、新

庁舎整備は早急に進めたい。

毎日通信確認を行い、点検を

している。しかし、大雨時に

室内では聞こえにくいという

弱点があることから、情報伝

達の多様化を図り、一つの方

法が利用できずとも、他の方

法で伝達ができるよう取り組

んでおり、様々な伝達手段を

市民に周知することが重要と

考えている。

　毎 日 の 試 験 放 送 に つ い て

は、既に取り組んでいる他自

治体の状況を調査し、屋外拡

声器を設置している施設管理

者、地域等の意見を伺ってい

く。

　　次期コンテナ船の航路は、

現在より深い水深が必要とな

るようだが、水深確保の対応

が早期に必要ではないか。

　　船社から、現在の船は令

和 10 年に廃船予定であり、次

期コンテナ船は大型化される

ことから、より深い水深が必

要と説明を受けている。

　水深確保には、現在の浚渫

事業を加速する必要があり、

福岡県とともに、国に事業の

促進を強く要望したい。

　　　　福岡県とともに、国

への要望をお願いする。
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